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1.貸借封照表 (平成 19年 3月 31日 )

(単位 :千円)

の

固定資産

有形固定資産
土地
建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額
工具器具備品

減価償却累計額
図書
車両運搬具

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産
ソフ トウェア

電話力日入権
無形固定資産合計

投資その他の資産

敷金・保証金

投資その他の資産合計

1,854,562
306,135

234,478

56,639

437,886
215,704

4,459

2,471

2,130,000

1,548,427

177,838

222,181

298,186

4,378,621

29,388

390

29,778

160

固定資産合計 4,408,560

467,686
219
73

35,207
3,981

507,168

Ⅱ 流動資産
現金及び預金

未収入金
たな卸資産

前渡金

前払費用

流動資産合計

資産合計 4,915,728
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I 固1定負債
資産見返負債
資産見返連営費交付金等
資産見返寄附金
資産見返物品受贈額

長期未払金

-249ぅ 213

41,982

309,520 .60o,715

4,786

605,501

189,887

305
18,196

110

1,951

127,947
147

338,495

固定負債合計

Ⅱ 流動負債
運営費交付金債務
預り補助金等
寄附金債務
預り金
預り科学研究費補助益等
未払金 |

未払消費税等
流動負債合計
負債合計 943,996

資本の部
I 資本金

政府出資金 4,143,907

資本金合計 4,143,907

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 14,542

損益外減価償却累計額 (― )       ,370,106
資本剰余金合計 -364,563

肛 不W益剰余金
教育研究環境整備積立金          48:377
組織運営改善積立金            44,206
積立金1                  21,8‐ 32

当朗未処分利益              77,971
(う ち当―期総利益)           177,971)

利益剰余金合詩            19Z387
資本合計                           3,971,731
負債資本合計

i3‐



2.損益計算書 (平成 18年 4月 1日 ～平成 19年 3月 31日 )

(単位 :千円)

業務費
教育経費
研究経費

教育研究支援経費
受託研究費
受託事業費

役員人件費
教員人件費
職員人件費

支払利息

その他雑損

1,020,628
202,654

163,064
2,092

19,739

64,269
219,954
319,877          2,012,280

一般管理費
財務費用

雑損

経常収益

運営費交付金収益
授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究等収益

198,251

165                165

25                 25

経常費用合計

政府等受託研究等収益

民間等受託研究等収益

受託事業等収益

政府等受託事業等収益

寄附金収益

資産見返負債戻入

1,734,454
252,642

39,480
9,138

1,592

2,523              4,115

19,739             19,739
2,989

資産見返運営費交付金戻入       28,345
資産見返寄附金戻入 4,493

資産見返物品受贈額戻入        39,145      71,984
財務収益

雑益
為替差益

財産貸付料収入
手数料収入
文献複写料収入

7,482
727

82

科学研究費補助金間接経費収入     18,210
その他雑益

経常損失
臨時損失

固定資産除去,損

臨時和1益

資産見返物品受贈額戻入

徴収不能引当金戻入益

50             26,553

経常収益合計 161.103

49,619

0

当期純損失 49,619

目的積立金取崩額 127,590

当期総利益 77.97
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3.キャッシュ・フロー計算書 (平成 18年 4月 1日 ～平成 19年 3月 31日 )

(単位 :千円)

業務活動によるキャッシュ・フロー :

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

受託研究等収入

受託事業等収入

補助金等収入

寄附金収入

財産貸付料収入

手数料収入

文献複写料収入

科学研究費補助金間接経費収入

その他収入

業務活動によるキャッシュ 。フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

小計

利息及び配当金の受取額

投資活動によるキャッシュ 。フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

ジース債務の返済による支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金に係る換算差額

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

-1,419,765

-602,631

-173,672

1,892,757

237,371

37,224

9,138

4,115

19,739

16,829

1,502

7,482

702

82

18,210

50

49,135

-159,660

-7,765

-167,425

-167,425

-5,893

-5,893

-165

Ⅳ

Ｖ

Ⅵ

Ⅷ

-6,058

-124,349

592,035

467,686
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4.千唸静功逆分にi封する碧歯霊∩

G郎立:円)

77,971,216I当朗未処分利益
当期総利益

工
4講蘊 瞳 議 |二襲吾黎街

東部科学大臣の1承認を受けようとする額

77,971)1216

楚蔑笹誓褒磐籍⊆鍾
立金 50,883,789

27j087,427. 216 971１
■

７
１
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5,国立大学法人等業務実施コスト計算書 (平成 18年 4月 1日 ～平成 19年 3月 31日 )

(単位 :千円)

I業務費用 :

(1)損益計算書上の費用

業務費

一般管理費

財務費用

雑損

臨時損失

(2)(控除) 自己収入等

授業料収益

入学金収益

検定料収益

受託研究等収益

受託事業等収益

寄附金収益

資産見返寄附金戻入

財務収益

雑益

臨時利益

業務費用合計

Ⅱ損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額

損益外固定資産除却相当額

Ⅲ引当外退職給付増加見積額

Ⅳ機会費用 :

国又は地方公共団体の無償又は減額された

使用料による貸借取引の機会費用

政府出資の機会費用

V(控除)国庫納付額

Ⅵ国立大学法人等業務実施コス ト

2,012,280

198,251

165

25

0

-252,642

-39,480

-9,138

-4,115

-19,739

-2,989

-4,493

-5

-8,343

-0

121,481

8.241

4,936

62,981

2,210,723

-340,948

1,869,775

129,722

47,053

67,917

2,114,469

‐
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6.注記事項

重要な会計方針

(1)運営費交付金収益及び授業料収益の計 卜其準

原則として期間進行基準を採用しておりますЭ

なお、運営費交付金のうち、プロジェクト研究の一部については成果進行基準及び費用進行基準を、退職下時

金、土地建物借料等については費用進行基準を採用 しております。

(2)減価償却の会計処理方法

① 有形固定資産

定額法を採用しておりますЭ

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な資産の耐用年数は以下の通りです。

建物      1 10 ～ 50年
構築物     1 10 ～ 50年
蜘 品   1 2 ～ 15年
車両運搬具    1  3 ～  6 年

また、特定の償却資産 (国立大学法人会計基準第83)の減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しておりますЭ

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間 (5年)に基づいておりますЭ

(3)退職給付 1こ係る引当金及び見積額の計上基準

退職下時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しており

ませ航

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当夕睫卸雅湘増加見積額は期末自韓 支給額に基

づき計算された退職汁時金の当期増加額を計上しております。

(4)徴収不能引当金の計 卜基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能l■を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

(5)たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 評価基準

低価法を採用しておりますЭ

② 諭 雛

最終仕入原価法により行つております。

但し,金券類については個別法によつております。

‐
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(6)外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

坑

(7)国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

① 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計上方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

② 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

新発 10年国債の決算日における利回りを参考に1.650%で 計算しております。

(8)リ ース取引の会計処理

リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については,通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理方法によつております。

(9)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によつております。

(10)財務諸表及び附属明細書いけ益の処分に関する書類暢0を除く。)端数処理

財務諸表及び附属明細書Υけ益の処分に関する書類暢0を除く。)は、千円未満切捨により作成しております。

(11)減損会計処理
「固定資産の減浪に係る国立大学法人会計艶 に基づいて処理しております。

(固定資産の減浪に係る国立大学法人会計期

当事業年度より、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準 (「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準

の設定及び国立大学法人会計基準の改訂について」(国立大学法人会計基準等検討会議 平成 17年 12月 22日 )

及び「「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準漸 駒

に関する実務指針」(文部科学省、日本公認会計士協会 平成 19年 3月 1日 ))を適用しておりますЭこれによ

る損益及び資本に与える影響はありませ疵

貸借対照表関係

運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は 274, 122千 円であります。

損益計算書関係

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありますЭ

工具器具備品 0千円

キャッシュ・フロー計算書関係

(1)資金の期末残高の貸借姑照表科目別の内訳

現金及び預金 467, 686千 円

資金期末残高 467, 686千 円

‐
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重要な債務負担行為

該当事項はありませ疵

固定資産の減損に係る注記事項

(1)減損を認識した固定資産
―

該当ありませれ

(2)減損の兆候が認められた固定資産

藝 な練解豫

該当事項はあ―りませ疵

用途 種類 場所 帳簿価額
認められた減損
の兆候の概要

扱損の認識 に
至らないとした根搬

電話加入権 電話加入権
―

葉―山キヤンパス 399='円
市場価格の
著い 下ヽ落

回1収可能サービス価額
が当該資産の帳簿価綴

以上であるためれ

‐
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(1)固定資産の取得及び処分並びに減価償却費 (「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価

償去防目当額も含帆 )及び減損損失の明細

(単位 :千円)

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少審 期末残高

減価償却累計額

1当期償却額

減損損失累計額

1当 期損益内
1当 期損益外

差引当期末
残高

摘要

有形固定資産
(特定償却資

産 )

建 物 1,788,026 12,717 1,775,309 302,890 99,240 1,472,418

構築物 225,880 225,577 56,101 16,958 169,475

工具器具備品 19,702 20,113 5,281 26,762

車両運搬具

計 2,033,610 27.174 18,021 2,047,762 379,106 121,481 1,668,656

有形固定資産
(特定償却資産

以外 )

建 物 32,403 79,258 2,392 76,008

構築物 2、205 6.696 8,901

工具器具備品 330,889 78,871 18,751 391,009 195,591 62,909 195,418

図書 282,740 15,446 298186 298,186

車 両運搬具 4,459 4,459 2,471 1,988

計 652,697 147,864 18,751 781811 201846 66553 579,965

非償却資産 土地 2,130,000 2,130,000 2,130,000

有形固定資産
合計

土地 2,130,000 2,130,000 2,180,000

建 物 1,820,429 46.850 12,717 1,854.562 306.135 101,633 1,548,427

構築物 228,085 6,696 234,478 56,639 17,386 177,838

工具器具備品 106,045 18,751 437.886 215,704 68,190 222,181

図書 282,740 15,446 298,186 298,186

車両運搬具 4,459 4,459 2,471 1,988

計 4,816,308 175,038 31,772 4,959,574 580,952 188,034 4,378,621

無形固定資産

ソフトウェア 47,383 12,358 59,741 11,377 29,388

電話加入権

計 47,773 12,358 60,131 30,352 11,377 29,778

投資その他の資産

長期前仏費用 1,746 1,746

敷金・保証金

計 1,906 1,746
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(2)たな卸資産の明細

鮮位 :千円)

種類 期首残高

当期増カロ額 当期減少額

期末残高 摘要
当期購入。

製造・振替
その他 払出・振蒼 その他

貯蔵品 39

計 39

‐
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(3)無償使用国有財産等の1明細

区 分 種 ―別 所在地 面 積 (ar) 構 造 機会費用の金額(千円) 摘 要

建  物
職員宿舎

横浜市金沢区泥亀1-2022 175。 36 RC 2,360

横浜市米匹小菅ヶ谷lT5 63i3G RC 900

横浜市申区千代崎町歩71 59,9g RC.

小 計 4;936

合  計 4ぅ980

‐
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(4)PFIの 明細

該当ないため記載しておりませ疵
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(5)有価証券の明細

(5)-1 流動資産として計上された有価証券

該当ないため記載しておりませ疵

(5)-2 投資その他の資産として計上された有価証券

該当ないため記載しておりません。
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(6)出資金の明細

該当ないため記載しておりませ疵
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(7)長期貸付金の明細

該当ないため記載しておりませ疵
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(8)借入金の明細

該当ないため記載しておりませ疵
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(9)国立大学法人等債の明細

該当ないため記載しておりませ疵
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(10)引 当金の明細

(10)-1 引当金の明細

(単位 :千円)

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘 要
目的使用 その他

徴収不能引当金 0

合 計 0

(10)-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当ないため記載しておりませ疵

(10)-3 退職給付引当金の明細

該当ないため記載しておりません。
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(11)保証債務の明細

該当ないため記載しておりません。
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(12)資本金及び資本剰余金の明細

(単位 :千円)

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金

政府出資金 4,143,907 4,143,907

計 4,143,907 4,143,907

資本剰余金

資本剰余金

無償譲与

政府出資金等 13,021 -13,021 固定資産除却のため

目的積立金 27,174 27,174 固定資産購入のため

計 27,174 13,021 14,542

損益外減価償却累計額 262,404 121,481 4,779 379,106

差 引 計 -262,014 -94,307 8,241 -364,563
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(13)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(13)-1 積立金の明細

(単位 :千円)

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

教育研究環境整備積立金 73,164 51,307 76,094 48,377

増額 :17年度繰越承認額分

減額 :基盤機関における教育研究
にかかる経費として使用

:先導科学研究科等における
教育環境整備費として使用

但繊運営改善積立金 78,670 44,206 78,670 44,206
増額 :17年度繰越承認額分

減額 :先導科学研究科等における
教育環境整備費として使用

準用通則法第44条第1項積立金 20,926 21,832 増額 :17年度剰余金分

計 172,761 96,420 154,764 114,416

(13)-2 目的積立金の取崩しの明細

(単位 :千円)

区  分 金 額 摘 要

目的積立金取崩額

教育研究乗境整備積立金

48,920
③費用 :専攻運営費
理由:基盤機関における教育研究
にかかる経費のため

27,174

②費用・固定資産の購入

理由:先導科学研究科等における
教育環境整備のため

組織運営改善積立金 78,670
費用・固定資産の購入

理由:先導科学研究科等における
教育環境整備のため

計 154,764

その他

計
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(14)業務費及び‐般管理費の明細

経

消耗品費
図書費
備品費
印刷製本費
文献複写費
水道光熱費
旅費交通費
通信運搬費
賃借料
福利厚生費
保守費
修繕費
損害保険料
広告宣伝費
行事費
諸会費
会議費
研修費
専攻運営費
報酬
委託費
環境整備費
支払手数料
奨学費
減価償却費
貸倒損失

※ 1

10,980

977
6,807

3,254

117

3,868

41,428

635
559
428

5,228

5,549

174

1,101

1,690

500

3,877

641

859,102

11,802

26,865

3,535

269
16,976

13,704

549

44,029

834
21,343

14,613

86

11,606

44,481

1,860

990
5

1,574

1,298

253

77

1,397

668
6,448

1,500

23,106

5,488

22

21,441

24

1,020,628

研究経費
消耗品費
図書費
備品費
印刷製本費
文献複写費
水道光熱費
旅費交通費
通信運搬費
賃借料
車両燃料費
保守費
修繕費
広告宣伝費
諸会費
会議費
研修費
専攻運営費 ※1

報酬
委託費
環境整備費
支払手数料

減価償却費
雑費

教育研究支援経費
消耗品費
図書費
備品費
印刷製本費
水道光熱費
旅費交通費
通信運搬費
賃借料

6,243

50,504

7,525

4,789

3,868

3,706

6,630

1,181

(単位 :千円)



保守費
修繕費
広告宣伝費
諸会費
会議費
研修費
報酬
委託費
環境整備費

―

支払手数料
―

―
租税公課
減価償却費

受託研究費

受託事業費

役員人件費
報酬
賞与
法定福利費

教員人件費
常勤教員給与
給与
1賞与
退職給付費用
「法定福利費
非常勤教員給与
1給与
法定福利費

職員人件費
常勤職員給与
給与
賞与
退職給付費用
1法定福利費

―

非常勤職員給与
給与
賞与
退職給付費用
法定福利費

―

一般管理費
■拝品費
図書費
備品費
印All製1本費
文献複写費
水道光熱費
旅費交通費
通信連搬費
賃借料
章両燃料費
福利厚生費
保守費
修繕費
損害保険料

145,196
33,955

747

122,255

16,716
1,082

17,,444

55,654

555
29,686

41,081
12,495

436

6,522

19,587

1と す336
.S,624

100
1,068

583

51

28,149

1,6531

9
71

17,377

45,827
14,470

3,971

1202,155

17,798

2591340

601586

163,064

2,0921

19ぅ 739

64,269

219,954

319,87.7

11,505

3,891

3,108

7,7951

59
11,385

17,118
71591

5,847

28
1,321

14,987

4,981

1,386

‐
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広告宣伝費
行事費
諸会費
会議費
研修費
幸R酌‖
委託費
環境整備費
支払手数料
租税公課
減価償却費
雑費

1,877

92

5,911

4,034

2,377

2,082

52,242

10,175

2,136

655
25,407

300
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※1 専攻運営費の明細

専攻運営費とは各基盤機関における専攻の教育研究業務に要する経費として配分しているものです。

<研究科別明細> (単位 :千 円)

文化科学
研究科

物理科学
研究科

高エネルギー
加速器研究科

複合科学
研究科

生命科学
研究科

先導科学
研究科

合計

管理職手当 293 10,155

大学院調整手当 62,756 77,120 29,879 39,178 63,478 4,930 277,343

補佐員人件費 5,475 3,473 39,735

その他手当等 2,520 26,110 40,796 1,377 79,258

人件費計 92,991 109,889 33,415 55,847 108,041 6,308 406,493

旅費 と7,466 25,917 12,905 12,238 12,290 5,951 86,770

旅費計 17,466 25,917 12,905 12,238 12,290 5,951 86,770

固定資産購入額 7,058 10,242 1,022 997 20,927

消耗品 31,229 49,174 32,252 28,528 46,565 13,862 201,613

図書 と3,238 7,055 25,331

報酬委託手数料 と4,103 7,458 4,779 4,120 8,657

その他 と9,693 6,393 20,077 31,604 3,239 85,169

物件費計 85,324 64,183 54,444 60,803 88,745 18,785 372,286

専攻運営費 と95,782 199,989 100,765 128,889 209,078 31,045 865,550

<法人別明細> (単位 :千 円)

人間文化
研究機構

情報・システム
研究機構

高エネルギーカロ
速器研究機構

自然科学
研究機構

宇宙航空研究
開発機構

メディア教育
開発セン痺― 合計

管理職手当 3,244 1 10,155

大学院調整手当 55,354 65,542 30,701 101,185 16,635 7,925 277,343

補佐員人件費 18,803 6,373 8,948 3,474 39,735

その他手当等 59,963 79,258

人件費計 81,390 82,677 34,238 171,573 24,490 12,124 406,493

旅費 と8,726 19,596 12,905 32,154 2,938 86,770

旅費計 と8,726 19,596 12,905 32,154 2,938 86,770

固定資産購入額 2,628 10,242 2,737 20,927

消耗品 21,529 48,422 32,252 84,890 4,535 9,982 201,613

図書 11,643 7,928 3,007 1,595 25,331

報酬委託手数料 と1,952 9,993 4,779 6,532 39,243

その他 と7,034 40,018 20,959 2,667 85,169

物件費計 67,478 108,991 54,444 109,684 12,553 19,134 372,286

専攻運営費 と67,595 211,265 101,588 313,412 39,982 31,708 865,550
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(15)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(15)-1 運営費交付金債務

(単位 :千円)

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高
運営費交付金

収益
資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小 計

平成 16年度 66,928 66,928

平成 17年度 98,421 98.421

平成 18年度 1,892,757 1,734,454 133,814 1,868,269

合  計 165,349 1,892,757 1,734,454 133,814 1,868,269 189,837

(15)-2 運営費交付金収益

(単位 :千円)

業務等区分 平成16年度交付分 平成17年度交付分 平成18年度交付分 合  計

期間進行基準 1,673,123 1,673,123

成果進行基準 57,435

費用進行基準 3,895

合  計 1,734,454 1,734,454
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(16)運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

(16)-1 施設費の明細

該当ないため記載しておりません。

(16)-2 補助金等の明細

預り補助金として計上している研究施形 成費等補助金については、科学研究費補助金に牢ずるため、(23)科学研究

費補助金の明糸剛こ含めて記載しておりま魂
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(17)役員及び教職員の給与の明細

(単位 :千円,人 )

区 分
報酬又は給与 退職給付

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役  員

常 勤
(50,651

50,651

一　

　

一

非常勤 9,646 3

計 60,298 6

教 職 員

常 勤
(365,66E

408,250
64

(1,303

1,303
1

非常勤 70,293 436 5

計 478,544 95 1,740 6

合  計

常 勤
(416,319

458,902
67

(1,303

1,303
1

非常勤 79,940 34 436 5

計 538,842 101 1,740 6

※1 常勤職員については、「国立大学法人等の役員の報酬等及び教職員の給与の水準の公表方法等について」(以下ガイドラ

インという)中の「常勤職員」、聴ψ卜職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を

除いた職員のことであり、非常勤職員については、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」に

おける「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことであります。

※2 常勤の支給額につきまして承継職員等に係る支給額を括弧内にHEQしておりますЭ

※3 役員に対する報酬等の支給の基準については国立大学法人総合研究大学院大学役員給与規則、退職手当については国立

大学法人総合研究大学院大学役員退職手当支給規則によつております。

※4 教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準については国立大学法人総合研究大学院大学職員給与規則、国立大学法

人総合研究大学院大学職員退職手当規則によつております。

※5 報酬又は給与の支給人員数は年間平均人員数を、退職給付の支給人員数は年間支給人員数を記載しておりま坑

※6 報酬又は給与の支給額については法定福利費を含んでおりませ疵
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(18)開示すべきセグメントJ盾報

本学のセグメントは単一のため、記載しておりませ疵

‐32‐



(■,9〉 措硝催善か叫ロ

区 分 当翔受八 (千日, 作 数 (件) 補1要

1,502 2

合  計 1,S02 2

・ 33・



(20)受託研究の明細

(単位 :千円)

区  分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

3,615 3,615

合  計 3,615 3,615
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(22)受託事業等の明細

幹塙■千円)

区  分 期首残高 当1期受入額 受1託事業等収益 期末残高

19,739 19,739

合  計 19,739 19,739
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(23)科学研究費補助金の明細

(単位 :千円)

種   目 当期受入 件  数 摘  要

特定領域研究 (18,400

基盤研究 (S) 1

基盤研究 (A)
10,710

基盤研究 (B)

基盤研究 (C)

若手研究 (B) 4

特別研究員奨励費 (16,900

研究拠点形成費等補助金 (14,129 1

財団法人静岡総合研究機構学
術教育研究推進事業費補助金

(2,700 1

合  計
(125,129

18.210
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(24)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(24)-1 現金及び預金の明細

(単位 :千円)

区分 金額 摘要

現金 2,656

預金

普通預金 465,029

郵便貯金

合計 467,686

(24)-2 未払金の明細

(単位 :千円)

区分 金額 摘要

夕
｀
イキンエ業 (株)電子システム事業部 14,385

東 日本電信電話(株 )ネ申奈川支店 7,998

富士通株式会社 (株)首都圏営業本部 6,474

ユサコ(株 ) 6,137

1有)サイテンクコミュニケーションズ 5,973

(株)種橋器械店 5,144

日本写真印刷(株 ) 4,664

(株)紀伊國屋書店 神奈川静岡営業部 3,601

(株 )アクシオ 3,144

(財 )千里文化財団 3,030

その他 67,392

合計 127,947
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